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（３）企業等の取組に関する情報

企業等の取組情報は、(1)消費者が商品・サービス購入の際にその製造・販売企業の取組動向を

配慮したり、(2)３Ｒ等の配慮に関して後進企業が先進企業の取組を参考にしたり、(3)金融業が

環境配慮企業への投資信託（エコファンド）を販売したり、(4)企業の環境格付けの情報源とした

り、する際の判断材料としてのニーズがある。具体的には、エコファンドの環境スクリーニング

として用いられている環境格付けや、その環境格付け機関の多くがデータ源として捉えている環

境報告書などが、企業等の取組情報を提供しているツールとして挙げられる。

①環境報告書

環境に配慮した商品の選択や、金融機関の環境に配慮している企業への融資を行う際の判断材

料として、企業の各種取組関する情報に対するニーズがある。事業者側には、環境に関する情報

を公開する社会的責務があるとの考え方が広まりつつある一方で、環境報告書を作成、公表して

いくことにより、利害関係者との環境コミュニケーションが促進され、環境保全に向けた自主的

取組が促進するとともに、社会的な信頼の確保が進むとの考え方が浸透し始めている。

(a) 環境報告書ガイドラインの状況

企業等による環境報告書作成の動きが加速している背景として、環境報告書のガイドライ

ンの策定がある。代表的なガイドラインの策定状況を以下に示す。また、ISO/TC207において

は、環境報告書を含む「環境コミュニケーション」の国際標準化が進行中であり、ISO14063

として2004年 9月に制定すべく作業中である。

図.1- 7　環境報告書ガイドラインの年譜
出典：経済産業省「ステイクホルダー重視による環境レポーティングガイドライン 2001」平成 13年 6月
（注）ＣＥＲＥＳ（Coalition for Environmentally Responsible Economies）：環境に責任を持つ経済のための連合。環境団
体、社会的責任投資団体を中心としたNPO。
ＰＥＲＩ（Public Environmental Reporting Initiative）：欧米の大手企業が設立した組織で、環境報告書のガイドラ
インを策定。

ＵＮＥＰ（United Nations Environment Program）：国際連合環境計画。ナイロビに本部を置く国連の常設機関。
ＷＢＣＳＤ（World Business Council For Sustainable Development）：持続可能な発展のための世界経済人会議。150
社の国際的企業の協力により運営されている。

ＥＭＡＳ（Eco-Management Audit Scheme）：環境管理・監査スキーム。ＥＵの環境マネジメントシステム制度に係
わる規則であり、環境報告書の作成・公表が定められている。

ＤＩＮ（Deutsches Institute fur Noemung）ドイツ規格協会。環境報告書のガイドラインを発行している。
ＧＲＩ（Global Reporting Initiative）地球報告イニシアチブ。ＣＥＲＥＳの呼びかけてで設立されたＮＰＯ。
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これらのガイドラインのうち、多くの企業が参考としているあるいは今後参考とすること

が考えられるものとして、①ＧＲＩが作成した「持続可能性報告のガイドライン」※１、②経

済産業省が作成した「ステイクホルダー重視による環境レポーティングガイドライン2001」、

③環境省が作成した「環境報告書ガイドライン(2000 年度版)」があげられる。これらのガイ

ドラインでは、環境報告書に記載すべき事項として、以下のようなものを求めている。

※1：GRIガイドラインについては、環境側面の報告に加え、経済的、社会的側面についても報告を求めてお
り、報告書の名称も「持続可能性報告」となっている。

＜ガイドラインで環境報告書に記載すべきとしている事項例＞

・最高責任者の緒言 ・組織の概要

・環境報告書の基本情報（報告書の対象範囲、対象期間等）

・環境指針・環境計画 ・環境マネジメントシステムの概要

・事業活動や製品・サービスの環境負荷低減の取組状況※）

・環境会計 ・環境に関する安全・衛生

・環境法規制等 ・環境教育・環境啓発活動

・環境コミュニケーション ・環境に関連した社会貢献

(b) 環境報告書の作成状況

環境省の調査（平成12年度環境にやさしい企業行動調査）によると、平成１２年時点で環

境報告書を発行している企業は、上場企業で23.4％（回答のあった1170 社中 274 社）、非上

場企業で10.2％（1519社中155社）で、約430社に上っている（平成９年時点：約170社）。

環境報告書記載内容としては、先進的な企業については、上述のガイドラインに示されて

いる報告すべき内容をほぼ網羅しているものが多く、また、記載内容は年々充実されている。

(c) 環境報告書における課題

環境格付けを実施している民間調査機関へのヒアリングによると、「環境報告書での情報

開示方法については、企業側も現状は模索段階にある。特に先進的な企業が環境報告書ユー

ザーからのニーズをくみ取り、先行的に試行錯誤している状況にある。確かに、環境省のガ

イドラインやＧＲＩのガイドラインなど指針的なものも出ているが、それらにおいても開示

すべき情報の項目については触れているが、その開示すべき情報のバウンダリー(定義)に関す
る議論はほとんど見られないため、企業評価に用いるのは難しい。しかし、先進的な企業の

取組に引っ張られる形で、徐々にではあるが、評価に用いる有効な情報ソースになりつつあ

るという認識である。」とのことであり、掲載されている内容・データの定義、背景の方向性・

統一が必要とされる。
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表.1- 4　環境報告書の作成状況（1）
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ＮＫＫ ◎ ○ ○ ☆ ◎ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ☆ ◎ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○

川崎製鉄株式会社 ☆ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ◎ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ◎

株式会社神戸製鋼所 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ - ○ - ○ ○ ☆ ☆ - - ○ ○ - - ○

大同特殊鋼株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ○ － － ☆ － － － ○

鉄
鋼

日新製鋼株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － ○ ☆ ☆ － － ○

昭和電線電纜株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○

同和鉱業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ － － ○

日立電線株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ - - - ☆ - - ○ ☆ ☆ - - - - - - ○

株式会社フジクラ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ - ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ - - ○ ○ - - ○

三菱電線工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○ ☆ － － ○ ☆ ☆ － － ○ － － ○ ○

非
鉄
金
属

三菱マテリアル株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ - ○ - ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - - - ○

ＮＴＮ株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ － ☆ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ － － ◎ － － － ○

株式会社クボタ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - ○

光洋精工株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － － ○ ○ － － ○

ダイキン工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ - ○ ○ ○ ○ ○ - ☆ ○ ○ - ○

東芝機械株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ － － － ○

東芝タンガロイ株式会社 ☆ ○ ○ － － ○ ○ － ☆ ☆ ○ － ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ － － － ○

日本精工株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○ ○ － － ○

ブラザー工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○ － － ○

機
械

株式会社リコー ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○

株式会社アドバンテスト ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

アルプス電気株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ － － ○ － ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ○ － － － ○

アンリツ株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ☆ - - - ○

ＮＥＣ秋田 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ◎ ○ ☆ ◎ ☆ ◎ ◎ － － － － ○ － ○

FDK株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － － － ○

沖電気工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○

オムロン株式会社 ◎ ○ ○ ☆ ○ ◎ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ◎ ☆ ○ ○ ◎ ○ ◎ － － － ○

カシオ計算機株式会社 ☆ ○ ○ － ☆ ☆ － ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － － ☆ ○ － － ○

関西日本電気株式会社 ○ ○ － ☆ ○ ☆ － ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － － － － － ○

キヤノン株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○

三洋電機株式会社 ☆ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ☆ ○ ○ ◎ ○ ○ － ○

シャープ株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○ － － ○

新電元工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ○ － ☆ － ○ － ○ ○ ○ － ☆ － － － ○

住友特殊金属株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - ☆ ○ ○ ☆ ○ - - ○

セイコーエプソン株式会

社

○ ○ ○ ☆ ☆ ◎ － ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ◎ ○ ○ － ○

ソニー株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○

タバイエスペック株式会

社

○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ - ○ ○ ○ － － ○

株式会社東芝 ◎ ○ ☆ ○ ◎ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ○ ◎ ◎ ○ ☆ ○ ○ － ◎

東芝テック株式会社 ☆ ◎ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ☆ ◎ － ◎ ○ ○ ◎ ○ － ◎ ○ － － ○

株式会社トーキン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ － ○ ☆ ○ ☆ － ○

日東電工株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ○ － － ☆ － － － ○

日本ＩＢＭ ◎ ○ ○ ☆ ◎ ☆ ☆ ◎ ○ － ○ ☆ ◎ ○ ○ － ○ ☆ － ◎ － ○

日本シイエムケイ株式会

社

☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ - ☆ ○ - - ○

日本電気株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ － ○ － ○

日本ビクター株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ － － － ○

パイオニア株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － － ○

電
気
機
械
（
１
）

株式会社日立製作所 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ － － ☆ ○ － ○ ○
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表.1-4　環境報告書の作成状況（2）
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日立マクセル株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ - ○ ☆ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - - - ○

富士ゼロックス株式会社 ◎ ○ ○ ☆ ◎ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ◎ － ☆ ◎ ○ ○ ☆ － ☆ － ◎

富士通株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○

富士電機株式会社 ◎ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ ○ ◎ － － － ○

株式会社堀場製作所 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ☆ ○ － ○ ○ － ○ － － － ○

松下通信工業株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － － ○

松下電器産業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○

松下電工株式会社 ◎ ○ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ☆ ○ ☆ ◎ ○ ☆ ○ － － ○

松下電送システム株式会

社

☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ － － ○

三菱電機株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○

山一電機株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － ○ ○ ○ － － － － － － ○

電
気
機
械
（
２
）

横河電機株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○

いすゞ自動車株式会社 ☆ ○ ○ ◎ ☆ ◎ ☆ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ☆ ○ ○ ☆ ○ － － ○

川崎重工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○

関東自動車工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○ ☆ － ○ ☆ ○ ☆ － － ○ ○ － － ○

ダイハツ工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ○ ◎ ◎ － － ○

株式会社デンソー ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ － ○

トヨタ自動車株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社豊田自動織機 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ ☆ ○

トヨタ車体株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ◎ － ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ☆ ○ ○ ☆ － － － ○

日産自動車株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ☆ ○ ○ － ○

日産車体株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － － ○ ☆ － － ○ － － － ○

富士重工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ － － ○

三菱自動車工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - ○ ☆ ○ ○ - ○

輸
送
用
機
械

ヤマハ発動機株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ☆ － ○ － ○ ○ ◎ ☆ ☆ ◎ ○ ◎ ○ ○ － ○

ｵﾘﾝﾊﾟｽ光学工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ － ☆ ○ ○ － ○

シチズン時計 ☆ ○ ○ － ○ ○ ☆ － ○ ○ － ○ ○ ☆ ☆ － － ○ － ○ － ○

株式会社島津製作所 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○

セイコー株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ － － ○

ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ － ○ － ○ ○ ☆ ☆ － － ○ － － － ○

ＴＤＫ株式会社 ☆ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○

株式会社ニコン ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ － － － ○

HOYA株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ☆ ○ － － ○

精
密
機
械

ミノルタ株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○ － － ○

凸版印刷株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

株式会社岡村製作所 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○

コクヨ株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ◎ ○ ☆ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ☆ ○ － ◎ ○

ミズノ株式会社 ☆ ○ ◎ ○ ☆ ◎ ☆ ◎ ◎ ◎ － ○ ○ ☆ ☆ － ○ ◎ ○ － － ○

そ
の
他
製
品 株式会社ユアサコーポレ

ーション

○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ － － ☆ － － ☆ － ○ － － － ○

アサヒ飲料株式会社 ○ － ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ － ☆ ☆ ○ ○ － － ○ － － － －

アサヒビール株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

味の素株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ - - ○ ○ - - ○

伊藤ハム株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ○ － － ○ ☆ ◎ ◎ － － ○ ◎ － － ○

江崎グリコ株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ － － ○ ○ － － ○

カゴメ株式会社 ○ ○ － ○ ☆ ○ ○ － － ○ － ○ － ☆ ☆ － － ☆ ☆ － － ○

カルピス株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ☆ ○ － － ○

キッコーマン株式会社 ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ☆ － － ○ ○ ○ － － ○ － － ○ ○

キューピー株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － － ☆ ○ － － ○

キリンビール株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○

キリンビバレッジ株式会

社

○ ○ ○ ○ ○ ○ - ☆ ☆ - - ☆ - - ☆ - ○ ☆ ○ - - ○

食
料
品
（
１
）

サッポロビール株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ － － ○
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表.1-4　環境報告書の作成状況（3）
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策
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囲
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（
イ
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プ
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ト
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（
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ウ
ト
プ
ッ
ト
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ス
ト
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ク
汚
染
対
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環
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（
土
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利
用
）
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荷
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策
（
製
品
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環
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対
策
（
輸
送
）

社
会
的
事
項

第
三
者
に
よ
る
検
証

問
合
せ
部
門
の
明
記

サントリー株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○

宝酒造株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ ○ － ○ ○

株式会社日清製粉グルー

プ本社

○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ☆ － － ☆ ○ － － ○

日本ハム株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － ☆ ☆ ○ ○ － ○ ○ ○ － － ○

日本たばこ産業株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － － ○ ○ － － ○

森永乳業株式会社 ◎ ◎ － ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ◎ － ○ ◎ ☆ ☆ － ○ ◎ ○ － － ○

株式会社ヤクルト本社 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ － ☆ ○ ○ ☆ － － ☆ － － － ○

食
料
品
（
１
）

雪印乳業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ － － ○

繊維
株式会社クラレ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ ○ － ○ － － ○ ○ ☆ － ○

中越パルプ工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○ － － ○ ○ ☆ ☆ － ○ ○ － － － ○

日本製紙株式会社 ◎ ○ ○ ◎ ☆ ◎ ◎ ○ ○ ☆ － ◎ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ － － － ○
パ
ル
プ
紙 日本製紙 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － － ○

アイカ工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ ☆ － － － ○ ○ － ○

旭化成株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ - ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ - ○ ○ - ○ ○

旭化成工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ － ○ ○ － ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ☆

旭電化工業株式会社 ○ ○ － ☆ ◎ ◎ ☆ ◎ ◎ ☆ － ○ ◎ ☆ ☆ － － ○ － ○ － ○

花王株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ － ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ○

関西ペイント株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ○ ☆ ○ ○ － ☆ ☆ － － ☆ － － － ○

協和発酵工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○

コニカ株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ － ○ ☆ ○ － ☆ － ○ － ○

三洋化成工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ － ○ ○ ○ － － － ○ － ○

ＪＳＲ株式会社 ☆ ○ ○ ◎ ☆ ◎ ◎ ◎ ○ ☆ － ○ ○ ☆ ☆ － － － ◎ ○ － ○

株式会社資生堂 ☆ ○ － ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ － － ○

昭和電工株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ◎ － ◎ ○ － ○ ☆ ◎ ☆ － － ○ ○ ○ － ○

住友ベークライト株式会

社

○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ － ○ － － ☆ ○

積水化学工業株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ － ○ ○

大日本インキ化学工業株

式会社

☆ － － ☆ ☆ ○ ☆ － － ☆ － ○ ○ ○ ○ － － ○ － ○ － ○

東亞合成株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ○ ☆ ○ ☆ ○ － ☆ － － － － ○ － ○

東ソー株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ － ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ － ○

東洋インキ製造株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － － － － － ○

東レ株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ － ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ☆ ○ ○ ◎ ○ ○ － ○

株式会社トクヤマ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ◎ － ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ☆ － － ◎ ○ ◎ － ○

日本化薬株式会社 ☆ ○ - ☆ ○ ○ ○ - ○ - - ○ ○ ○ ☆ - - - - ☆ - ○

日本合成化学工業株式会

社

☆ ○ － ☆ ○ ☆ ○ － － － － ☆ ○ ○ ☆ － － － ○ － － ○

日本ゼオン株式会社 ☆ ○ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ ☆ － － － － ○ － ○

日本曹達株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ － ○ － － ○ － － － － － － － ○ － ○

日本農薬株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － － ○ ○ ☆ ☆ － － ○ ○ ○ － ○

日本ペイント株式会社 ☆ ○ － ☆ ☆ ◎ ☆ ○ ○ － － ◎ ◎ － ☆ － ◎ ○ ○ ◎ － ○

日本油脂株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ - - ○ - - ○ ○ ○ ○ - - - - - - ○

富士写真フィルム株式会

社

○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○

三菱化学株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ◎ － ◎ ◎ ○ ○ ☆ － ☆ － － － ◎ ○ － ○

三菱樹脂株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○

三菱レイヨン株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － － ☆ ○ － － ○

ユニ･チャーム株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － ☆ ○

化
学

ライオン株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ － ○ ☆ ☆ ☆ － － ☆ ◎ － － ○
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表.1- 4　環境報告書の作成状況（4）
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記

ウェルファイド株式会社 ☆ ◎ ◎ ☆ ☆ ◎ － － ○ ○ ☆ ◎ ○ ○ ☆ － － ○ － － － ◎

第一製薬株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ ○ － － － ○

大日本製薬 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － － － － － ○ － ○ ☆ － － ○ － － － ○

田辺製薬株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ - ○ - ○ ○ - - ☆ - - ☆ ○

中外製薬株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － － ○ － － － ○

テルモ株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － － ☆ ○ － － ○

藤沢薬品工業株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － － ○ － － － ○

医
薬
品

三菱ウェルファーマ株式

会社

○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ○ － － － － － － ○

出光興産株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - ○ ☆ ○ - - ○

昭和シェル石油株式会社 ◎ ○ － ☆ － ◎ ◎ － ○ － － ○ ◎ ○ ☆ － － ☆ ☆ － － －

石
油
・
石
炭 日石三菱株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ － ○ ☆ － － ○ ○ ☆ － － ○ ○ － ○ ○

住友ゴム工業株式会社 ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － － － ○ － － － ○

東洋ゴム工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ◎ ◎ － ○ ☆ ○ － － ○

株式会社ブリヂストン ◎ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ◎ － － － ○ゴ
ム
横浜ゴム株式会社平塚製

造所

○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ ○ － － ○ － － － ○

旭硝子株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ － ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ☆ － ☆ － － － ○

株式会社ＩＮＡＸ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ☆ ○ － － ○

住友大阪セメント株式会

社

☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ ☆ － ○ － － － － ○

太平洋セメント株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ － ○ ○ － － ○

東陶機器株式会社 ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ － ○

日本板硝子株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○

日本ガイシ株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ☆ - - - ○

日本山村硝子株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － － ○ ☆ ☆ ☆ － － ○ － － － ○

ガ
ラ
ス
・
土
石
製
品

株式会社ﾉﾘﾀｹｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃﾄﾞ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ － － － － － ☆ － ○ ☆ － ○ ☆ － － － ○

東洋製罐株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ － － ☆ ○ － － ○
金
属
製
品
日本発条株式会社 ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ － ○ ○ － ☆ ○ ○ ○ － － ☆ － － － ○

株式会社イトーキ ☆ ◎ － ☆ ◎ ◎ ☆ ○ ○ － － － － ○ ☆ － － ◎ ☆ ○ ○ ◎

丸紅株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ － ○ ☆ ○
卸
売
業
三菱商事株式会社 ☆ ○ ◎ ☆ ◎ ☆ ☆ ◎ ◎ ☆ － ◎ － － － － － － － － － ◎

株式会社イトーヨーカ堂 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ ☆ - ☆ ☆ - - ☆ ☆ ○ - ○

株式会社いなげや ☆ ◎ － ◎ ☆ － － ◎ ○ － － － ◎ － ☆ － － ☆ ◎ － － ☆

神戸コープ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ - - ☆ ○ - ☆ ○

コープこうべ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ◎ － ◎ ○ ○ － ☆ ○ ○ ☆ － － ☆ ◎ － ☆ ○

サークルケイ・ジャパン株

式会社

☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ － ○ ○

ジャスコ株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ － － ◎ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社スリーエフ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ － ○ ☆ ◎ ◎ － － ◎ ◎ － ◎ ○

株式会社西武百貨店 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ☆ - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社西友 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ○ ○ ◎ ☆ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

株式会社セブン・イレブ

ン・ジャパン

○ ○ ☆ ○ - ○ - ○ - ☆ - ○ ○ - ○ - - ☆ ☆ - ○ ○

株式会社ファミリーマー

ト

○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ － ☆ ○

株式会社マイカル ○ ○ ○ ◎ ◎ ☆ ○ － ○ ◎ － ○ ☆ ○ ☆ － － ◎ ◎ － ○ ○

株式会社マルエツ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － － ○

小
売
業

ミニストップ株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ - － ☆ ○ - ○ － － ○ - ○ ○ ○ － ☆ ○
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表.1- 4　環境報告書の作成状況（5）
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ヤオコー ☆ ○ ○ ☆ ○ － ○ ◎ ☆ － ○ ◎ ☆ ◎ ◎ － ○ ◎ ☆ － － ○
小
売業 株式会社ローソン ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － ○ ○

不
動
産
業

三菱地所株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ○ ○ ☆ ○ ☆ － ○ ○ － ○ － － － ☆ ○

株式会社大林組 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

鹿島建設 ☆ ○ － ☆ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ － ◎ － ○ ◎ － － － ○

鹿島建設株式会社 ☆ ○ － ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ ○ ☆ － － － ○

株式会社熊谷組 ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ☆ ☆ ○ － － ○

五洋建設株式会社 ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ － ○ ○ － ☆ ☆ ☆ ☆ － － － ☆

佐藤工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ － ○ ○ － ○ － ○ ☆ － ○ ☆ － － － ○

清水建設株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ － ○ ☆ － ○ － － － － ○

積水ハウス株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ◎ ○ － － － ○ ☆ ○ ☆ ○ ◎ ◎ ○ － － ◎

大成建設株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ － ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

大和ハウス工業株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ◎ － ○ － ○ ◎ ○ ◎ ☆ ◎ － ☆ ○ － － ○

株式会社竹中工務店 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ － ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － ○ ○

東急建設株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○ － ○ ○ － ○ ☆ － － － － － － ○

東急建設 ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ ○ － － ○ － － － － － － ○

戸田建設株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － － － － － － ○

飛島建設株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ － ☆ ○ ○ － － ○ － － ○ － － － ○

西松建設株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ - - ○ ○

日特建設株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ － ○ － － ○ － ○ ○ ○ ○ ☆ － － ○ ○

日本国土開発株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ◎ ☆ ○ － ○ ◎ ☆ － ○ ○ ○ ○ － ○ － ○

株式会社間組 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ － － ○ － ☆ － ○ ☆ ○ － － － ○

株式会社フジタ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ○ － － － ○

前田建設工業株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ － ○ ○ ○ － － ○

建
設

ミサワホーム株式会社 ☆ ○ ○ ◎ ☆ ○ ☆ － ◎ － － ○ － ◎ ☆ － ◎ ☆ － － － ◎

株式会社滋賀銀行 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ◎ ◎ － － ☆ ○ ○ ○ － － ◎ － ○ － ○

東京海上火災保険株式会

社

◎ ○ ○ ☆ ◎ ☆ ☆ ◎ ○ － ○ ☆ ◎ ○ ○ ○ ○ ☆ － ◎ － ○

日興コーディアルグルー

プ

☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － － ☆ ☆ － ○ ☆ ○ ○ － － ○ ○ － ○ ○

日興證券株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ － － ○ ◎ － ◎ ○ ○ ○ － － ◎ － － ◎ ◎

金
融
・
保
険

安田火災海上保険株式会

社

○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － － － － ☆ ○ ○

小田急電鉄株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ☆ ○ ○ ○ - - ☆ - ○ ○ ☆ - ○ ○

東京急行電鉄株式会社 ☆ ○ ○ － ○ ○ － － － ☆ － ○ ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － － ○

名古屋鉄道株式会社 ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ － ○ ○ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － － ○

日本通運株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ☆ － ◎ ☆ ☆ － － ○

株式会社商船三井 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ◎ ○ ○ ○ ◎ － ◎ ☆ ◎ ◎ － － ○ ☆ － － ○

全日本空輸株式会社 ☆ ○ － ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ － － ○ ☆ ☆ ☆ － － － ☆ － － ○

運
輸

日本航空株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ － ☆ ☆ ○ ○ ○ － － ☆ － － ○

株式会社エヌ・ティ・ティ

エムイー

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ ○ ○ ○ － － － ○ － － ○

株式会社NTTﾄﾞｺﾓ北海道 ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ ○ ○ ○ － ○ ☆ － － － ○

株式会社NTTデータ ☆ ○ ○ ○ ◎ ☆ － ☆ ◎ ☆ ○ ◎ ◎ － － － － ☆ － － － ○

株式会社ＮＴＴドコモ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ☆ ○ － － ○

ＮＴＴ西日本 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ － ☆ ☆ ☆ － ○ ○ ○ ○ － － ☆ ○ － － ○

日本エリクソン株式会社 ☆ － ○ ○ ☆ ☆ ◎ ☆ ◎ － － － ◎ ○ ◎ － － ☆ － ◎ － ○

通
信

日本電信電話株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○
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表.1- 4  環境報告書の作成状況（6）
環
境
負
荷

低
減
対
策

経
営
責
任
者
の
環
境
宣
言

会
社
概
要
、
製
作
部
署
等

報
告
対
象
範
囲

環
境
に
関
す
る
経
営
方
針

環
境
に
関
す
る
計
画
・
目
標

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
状
況

環
境
に
関
わ
る
研
究
・
開
発

グ
リ
ー
ン
調
達

環
境
情
報
開
示
状
況

環
境
会
計
状
況

環
境
に
関
す
る
法
律
違
反
等

環
境
に
関
す
る
社
会
貢
献
活
動

環
境
負
荷

（
イ
ン
プ
ッ
ト
）

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）

ス
ト
ッ
ク
汚
染
対
策

環
境
負
荷
低
減
対
策
（
土
地
利
用
）

環
境
負
荷
低
減
対
策
（
製
品
）

環
境
負
荷
低
減
対
策
（
輸
送
）

社
会
的
事
項

第
三
者
に
よ
る
検
証

問
合
せ
部
門
の
明
記

大阪ガス株式会社 ☆ ◎ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ ○ ○ ◎ ○ ☆ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ － ○

関西電力株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

九州電力株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ☆ ○ ○ - ☆ ○

四国電力株式会社 － ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ － ○ ☆ － ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ － － － ○

中国電力株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ － － ○

中部電力株式会社 ○ ○ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ ○ ○ ☆ ○

電源開発株式会社 ☆ ◎ ◎ ☆ ☆ ☆ ◎ － ☆ － － ○ － ○ ◎ － ○ ◎ － － － ○

東京ガス株式会社 ☆ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ☆ ○ ○ ○ － ☆ － ○ ○ ○

東京電力株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ☆ ○ ○

東邦ガス株式会社 ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆ ◎ ○ ○ ☆ ○ ◎ ○ ◎ ◎ － ○ ◎ ○ － － ○

東北電力株式会社 － ○ ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ☆ ☆ ○ ○ － ○ ○ － － － ○

北陸電力株式会社 － － ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ － － ☆ ○ ○ ☆ ○ ◎ ○ － － ○ ○

電
力
・
ガ
ス

北海道電力株式会社 ○ ○ ○ ○ ☆ ○ ○ ☆ ○ ○ － ○ － － ☆ － ○ ○ － － － ○

近畿環境興産株式会社 ◎ ○ ○ ◎ ☆ ○ ○ － ◎ ○ ☆ ☆ ○ ○ ○ － － ○ － ○ ☆ ○
サ
ー
ビ
ス 株式会社　星野リゾート ☆ ◎ ○ ☆ ○ ○ － ○ ○ － － － ☆ ☆ ◎ － － ◎ － － － ☆

仙台市役所 ○ ○ ○ ○ ○ ☆ － ○ ○ － － － ☆ ○ ○ － ○ － ○ － ☆ ○
自
治体 東京都　水道局 ☆ ○ ○ ☆ ○ ◎ ☆ ○ ○ ◎ － ○ ◎ ☆ ☆ － ○ ○ ○ － － ○

大学 早稲田大学 ☆ ○ ○ ◎ － ◎ ☆ ◎ ◎ － ◎ ☆ ○ ☆ ○ ○ ○ ○ － － － ○

出典：環境goo環境報告書データベースより作成
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②環境格付け

環境報告書と同様に、環境に配慮した商品の選択や、金融機関の環境に配慮している企業への

融資を行う際の判断材料として、企業の各種取組関する情報に対するニーズがある。このニーズ

を満たす一つの情報として環境格付けが位置づけられる。環境報告書が、１次情報発信者が情報

を発信しているのに対して、環境格付けは１次情報発信者が発信した情報を基に第３者が評価し

た情報(２次情報)である。

環境格付けについては、欧米が我が国より10年近く先行している。欧米では、広く普及してい

る社会的責任投資(SRI)のための社会的責任格付けの一部として環境格付けが位置づけられてい

る。なお、欧米における主な環境格付けの概要については次ページの表でまとめる。

一方、我が国においては、消費者が商品を購入したり投資家が投資先を決定する際に、環境面

から直接的に企業を評価できる公的な環境格付けは開発されていないが、企業の環境ランキング

や、ファンドへの提供を目的にした格付け、消費者や投資家への(有料での)情報提供を目的とし

た格付けなどは既に実施されている。

(a) グッドバンカー（エコファンド系）

グッドバンカーは、｢日興エコファンド｣（日興アセットマネジメントによる設定・運用）、

｢エコファンド｣（興銀第一ライフアセットマネジメント）の環境スクリーニングを実施して

いる。グッドバンカーのエコロジカル・スクリーニングは、

①ＥＭＳ ②情報開示 ③ＬＣＡ

④省エネ･省資源 ⑤製品･サービスの配慮

の５つのポイントで各企業を評価（100 点満点で、各項目の重みは業種特性を加味してグッ

ドバンカーが決定）して、Ａ+～Ｃ-の６段階で格付けした結果を提供している。

また、環境格付けのためのデータは、グッドバンカーが半年に一度、各企業を訪問してい

るので、最低半年に一度は格付けが見直される。また、何かトピックスがあれば、その都度

格付けを見直している。

(b) 環境経営ランキング（ランキング系）

『日本経済新聞社』は1997年から毎年｢環境経営度調査｣を実施、製造業と非製造業に分け

て企業ランキングを公表している。わが国の主要企業がほぼ網羅され（2000年調査1,254社）、

わが国で実名による業種横断的な環境経営ランキングの一つのパターンを確立した。

この調査では独自のアンケート結果をもとに統計的・数学的処理を行い、｢環境経営度｣を

計算している。計算プロセスの中で、製造業の場合は 38 の質問を 11 項目の評価指標にまと

める。すなわち、産廃のリデュース、産廃のリサイクル、廃棄物管理、ＣＯ２対策、化学物質

管理、汚染管理、商品対策、組織・体制、環境管理体制、環境報告書・会計、環境教育・社

会貢献である。環境負荷（産業廃棄物対策のウエイトがやや高い）と環境マネジメントの両

面から評価している。

(c) 環境報告書スコアリング（ランキング系）

『トーマツ品質環境研究所』では、デロイト・トウーシュ・トーマツ・グループ（ＤＴＴ）

が作成した世界共有の｢環境報告書スコアカード｣を用いて、日本企業の環境報告書による情
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報開示をスコアリングしている。評価基準は次の８項目（100点満点）である。

Ａ：企業の全容（10点） Ｂ：報告書の構成（15点）

Ｃ：環境負荷データ（20点） Ｄ：環境マネジメント（20点）

Ｅ：財務／環境効率（10点） Ｆ：利害関係者との関係（10点）

Ｇ：環境コミュニケーション（10点）Ｈ：第三者の意見（5点）

これらがさらにそれぞれ40項目に分かれている。

この評価体系は、環境問題への取り組みの評価が中心である。また、業種横断的であるが、

そもそも環境情報開示の量と質の評価を目的としており、業種別の環境特性はあまり配慮さ

れていない。

(d) 環境情報提供

｢ＮＴＴデータ経営研究所｣は企業の環境プロファイルを消費者や投資家に有料のオンライ

ン・サービスする事業を始めている。提携先の米国ＩＲＲＣのフォーマットを踏襲し、現在

20業種・約 130 社をカバーし、最終的には日経225 採用銘柄を中心に環境報告書の発行発行

業を対象とする計画である。

環境プロファイルの項目は、

　１）環境マネジメント体制（組織体制、環境活動、ＥＭＳ、環境監査）

　２）環境コミュニケーション（環境報告書、環境教育、地域社会貢献）

　３）環境会計（コスト効果）

　４）環境負荷パフォーマンス（資源利用、廃棄物、リサイクル、環境規制対応）

　５）表彰

　６）ニューストピックス

である。それぞれがさらに詳細項目に分かれている。上記４）以外は環境マネジメントのパ

フォーマンスに係わる指標であり、充実しているが、４）の環境負荷パフォーマンスの割合

は少ないようである。ＩＲＲＣと同様に分析データは提供するものの、独自のランキングや

格付けは行わず、評価は利用者の判断に任されている。

(e) 環境格付けにおける課題

これまでのところ、エコファンドへの情報提供を目的とした私的な環境格付けが主流であ

るが、環境格付けのニーズは非常に大きく、かつ幅広いと考えられるため、今後は、公的な

性格の環境格付けが必要とされる。さらに、公的な格付けである以上、その格付け方法に関

して、利用者、及び被評価者の納得性を高めていくことが重要であり、それによって、私的

な環境格付けについても標準化がはかられる様になると思われる。それとともに、環境格付

けに必要な情報の開示の促進が必要不可欠である。
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表.1- 5　欧米における主要な｢環境格付け機関｣とその特徴

格付け機関 主たる格付け活動 環境評価の基準 格付け方法

①社会的責任投資に関する情報を提供（格付けは実施せず）

ＩＲＲＣ（米）

ＮＰＯ

１９７２設立

・ 「社会的責任投資」に関

する企業情報調査機関。

・ 企業環境プロファイル

ＣＥＰＤのデータ提供

のみ。

・ ＮＴＴデータと提携

・ 環境マネジメント、環境

設備投資、法規制違反、

環境監査、資源使用量、

ＬＣＡ、排出物削減、ス

ーパーファンドサイト

数、ＴＲＩデータ、土壌

汚染等。

・ 多様な公的環境データ

売上高単位で指数化し、

企業間比較を容易にす

る。

・ 異業種比較を前提とせ

ず。

②社会的責任格付けを提供

ＣＥＰ（米）

ＮＰＯ

１９６９年設立

・ ｢社会的責任格付け｣を

消費者・投資家に提供。

・ 社会的責任を評価する

ガイドブック Shopping

for a better worldは有

名。

・ 環境影響、環境マネジメ

ントシステム、環境情報

開示、法規制順守の４基

準。

・ 225 項目を定量評価。特

に有害化学物質対策を

重視。

・ Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階

相対評価。環境同業種内

比較、それ以外は全業種

共通評価。

・ 各評価領域の総合格付

けは行わない。

ＫＬＤ（米）

民間企業

・ 機関投資家に社会的責

任格付けＳＯＣＲＡＴ

ＥＳ提供。

・ 社会的責任投資指数

Domini 400は SRIファン

ドのベンチマークとし

て有名。

・ （＋評価）環境適合商品、

汚染防止、リサイクル、

代替エネルギー、情報開

示等。

・ （―評価）有害廃棄物、

法令違反、オゾン層破

壊、有毒化学物質等。

・ 記述式の企業プロファ

イルでは環境面の強さ

と弱さを示す。

・ 格付け方法の詳細は公

表されていない。

Ｏｅｋｏｍ（独）

民間企業

１９８９年設立

・ 機関投資家向けの｢環

境・社会評価｣の格付け

会社。

・ 一般向けには企業の環

境格付け、環境プロファ

イル、産業レポートを販

売。

・ （共通）環境バランスシ

ート、環境リスク、環境

面の強さと弱さ、環境側

面。

・ （業種類型別）環境マネ

ジメント環境配慮製

品・サービス、環境負荷。

・ Ａ＋、Ａ、Ａ―からＤ＋、

Ｄ、Ｄ―までの１２段階

評価。

・ 製品・サービスの環境適

合性と使用時の環境負

荷による業種別ウエー

ト付け。

・ 異業種間比較が可能。

③環境リスクに対する環境経営力の格付けを提供

Ｉｎｎｏｖｅｓｔ（米）

民間企業

１９９５年設立

・ 環境と財務の関係に特

化した投資情報会社。

・ 環境を組み入れた企業

評価モデルECO Value‘21

による環境格付けを機

関投資家に販売。

・ 環境由来の財務リスク

を６評価基準から格付

け。

・ 過去の環境債務、操業リ

スク、環境効率、リスク

マネジメント、戦略的収

益チャンス。

・ ＡＡＡからＣＣＣまで

の７段階評価。

・ 業界別の隠れたリスク

と収益性をもとに、個別

企業をランキング。

④持続可能性による格付けを提供

ＳＡＭ S.G.（スイス）

民間企業

１９９５年設立

・ ｢持続可能性｣を評価軸

とする投資情報会社。

・ ダウンジョーンズ社の

ＤＪＧＩに持続可能性

を加味した株式指数Ｄ

ＪＳＧＩを公表。

・ まず７３業種について

持続可能性を評価。

・ 個別企業の評価基準は、

持続可能性の｢機械｣と

｢リスク｣についての戦

略・マネジメント・業種

特性。

・ 環境方針・戦略、環境マ

ネジメント、業種特性に

各１２点、情報の質２点

で合計７４点

・ 各業種上位１０％をＤ

ＪＳＧＩとして選別。

IRRC:Investor Responsibility Research Center CEP：Council on Economic Priorities
KLD：Kinder，Lindberg and Domini & Co.,Inc. Oekom：Oekom Reseach AG
Innovest：Innovest Strategic Value Advisor.,Inc. SAM S.G：SAM Sustainability Group
（出典：川村雅彦(ニッセイ基礎研究所)「欧米における主要な環境格付けの概要」月刊地球環境2001.8）
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